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１ 趣旨 

この要領は，「かごしまの食輸出先多角化に向けた調査業務」（以下「本業務」と

いう。）について，随意契約の相手方となるべき者を選定するにあたり，企画提案競

技（プロポーザル）を実施し，応募した者の中から業務受託候補者を選定するために

必要な事項を定める。 

なお，本公募は令和７年度鹿児島県一般会計補正予算（第３号）（案）に基づいて

行うものであるため，本業務委託については令和７年度鹿児島県一般会計補正予算

（第３号）が成立しない場合は行わないものとする。 

 

２ 業務概要 

⑴ 業務名 

かごしまの食輸出先多角化に向けた調査業務 

⑵ 業務内容 

別紙「仕様書（案）」のとおり 

⑶ 履行期限 

令和８年２月27日（金） 

⑷ 提案上限額 

24,253,000円（消費税及び地方消費税含む） 

 

３ 応募に関する事項 

 ⑴ 応募資格 

次に掲げる項目を全て満たす者とする。 

ア 法人であること。 

イ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者

であること。 

ウ 鹿児島県から指名停止措置を受けていない者であること。 

エ 経営不振の状態（会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項に基づき

更生手続き開始の申立てをしたとき，民事再生法（平成11年法律第225号）第21

条第１項に基づき再生手続開始の申立てをしたとき，手形又は小切手が不渡りに

なったとき等。ただし，鹿児島県が経営不振の状態を脱したと認めた場合を除

く。）にない者であること。 

オ 鹿児島県が行う契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成23年生文第197

号）第３条の暴力団排除措置の対象となる法人等に該当しない者であること。 

 カ 前項に掲げる者の依頼を受けて，応募しようとする者ではないこと。 

キ 都道府県税，消費税及び地方消費税を滞納していないこと。 

ク 宗教活動や政治活動を主たる目的とする者でないこと。 

ケ 共同企画体（ＪＶ）の参加については，全ての構成事業者が上記アからクを満

たすこととし，本企画提案競技において，各構成事業者が他の共同事業体の構成

事業者として又は単独で本業務に参加することはできないこととする。 
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 ⑵ 失格事項 

次のいずれかに該当する場合は，失格とする。 

ア この要領に定めた資格・要件が備わっていないとき。 

イ 提出期限を過ぎて企画提案書等が提出されたとき。 

ウ 企画提案書等に虚偽または不正があったとき。 

エ 見積書記載の金額が提案上限額を上回るとき。 

オ 会社更生法等の適用を申請する等，契約を履行することが困難と認められる状

態になったとき。 

カ 審査の公平を害する行為があったとき。 

キ その他企画提案にあたり，著しく信義に反する行為があったとき。 

 

４ スケジュール（予定） 

項 目 日 程 

企画提案募集開始 令和７年９月17日（水） 

質問受付期限 令和７年９月24日（水） 

質問回答 令和７年９月26日（金） 

参加申込書，応募資格確認申請書，

事業者概要書提出期限 

令和７年９月30日（火） 

 

企画提案書，費用見積書提出期限 令和７年10月７日（火） 

審査（プレゼンテーション） 令和７年10月９日（木） 

審査結果通知 令和７年10月上旬 

契約締結 令和７年10月中旬 

 ※ 事前説明会は開催しない。 

 ※ 提出書類等は全て午後５時必着とする。 

 

５ 質問書 

⑴ 本企画提案競技に係る質問等は，質問書（様式１）により行うものとする。 

⑵ 質問書は，「４ スケジュール（予定）」に示している期限までに電子メールに

より提出すること（電子メール送付後，必ず電話で着信確認を行うこと）。 

⑶ 質問書に対する回答は，鹿児島県ホームページにおいて公表する。 

なお，質問書に対する回答は，本実施要領及び仕様書（案）の追加又は修正とみ

なす。 

 

 

 

 

 

 

 

■ 県ホームページ 

ホーム> 県政情報> 入札情報・資格審査> 入札情報>かごしまの食輸出先

多角化に向けた調査業務に係る公募型プロポーザルの実施について 

https://www.pref.kagoshima.jp/ag36/export_diversification.html 

https://www.pref.kagoshima.jp/ag36/export_diversification.html
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６ 参加申込書等の提出 

⑴ 提出書類 

ア 参加申込書（様式２） 

イ 応募資格確認申請書（様式３） 

ウ 事業者概要書（様式４） 

※ 共同事業体の場合は構成事業者全て。 

エ 共同事業体（ＪＶ）協定書：Ａ４判，任意様式 

※ 共同事業体での申込時のみ必要。予定案で可（本業務の契約締結までに協議

書を締結すること）。 

⑵ 提出期限 

「４ スケジュール（予定）」に示す期限まで 

⑶ 提出方法 

電子メールによる（電子メールを送付後，必ず電話で着信確認を行うこと）。 

⑷ 応募資格の決定及び通知 

応募資格の確認については，参加申込書等の提出をもって行うものとし，結果

（応募資格がないと認めた場合は，その理由も含む）については，後日，参加申込

書に記載のメールアドレス宛に電子メールにて通知する。 

なお，応募資格を認めた者であっても，当該確認後に応募資格を満たさないこと

が明らかになった場合は，当該応募資格を取り消すものとする。 

 

７ 企画提案書等の提出 

⑴ 提出書類 

ア 企画提案書提出かがみ（様式５） 

イ 企画提案書本体（実施方針，実施手順，企画内容及びスケジュール,本業務を

実施するに当たっての人的体制等を示すこと） 

ウ 費用見積書 

※ 費用見積書は，別添仕様書（案）及び企画提案書等に記載した内容を踏まえ，

業務の実施に必要な全ての経費を算出し，積算内訳も明示して作成すること。 

（なお，正式な見積書については，企画提案競技の結果を踏まえ，最も優れた

企画を提案した応募者に改めて依頼する。） 

⑵ 提出期限 

「４ スケジュール（予定）」に示す期限まで 

⑶ 提出部数 

上記⑴のア  ：１部 

上記⑴のイ，ウ：８部（電子メールの場合，１部） 

⑷ 提出方法 

持参，郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る）又は電子メールによる。 

※ 提出した企画提案書等の差替え，再提出は認めない。なお，鹿児島県が必要と

認めるときは，追加の資料提出を求めることがある。 
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８ 企画提案内容 

別添仕様書（案）に基づき，以下について提案すること。 

⑴ 仕様書（案）４⑴において示している調査対象国・地域における調査対象品目に

関する以下の調査項目について，現地での調査を含めて，具体的な調査・分析手法

を提案すること。 

なお，カについては，既に具体的に想定される事業者等があれば，提案理由を明

確にして提案すること。 

また，クについては，具体的に把握できている事象や課題があれば示すこと。 

ア 輸入規制の状況 

イ 商流 

ウ 市場・ニーズの動向（各品目の嗜好性，消費トレンド，見込まれる具体的な需

要等） 

エ 外食，量販店，Ｅコマース等の各チャネルにおける利用実態とニーズ 

オ ハラール認証の内容 

カ 取扱いが期待できるインポーター・バイヤー，小売店，外食店 

キ 他国産品，他県産品の流通実態・競合状況 

ク その他現地の商慣習など実際の輸出に当たってのボトルネックとなる事象や課

題 

ケ 牛肉については，認定食肉処理場がない県からＵＡＥに輸出している事例・状

況（岐阜県等） 

コ お茶については，既に輸出・出荷に取り組んでいる茶生産者・事業者の取組，

国内主要産地（静岡，京都，愛知，福岡）や環境に配慮した茶（有機栽培茶，レ

インフォレストアライアンス）の流通状況やブランディング戦略，ＰＲの取組等，

参考情報の整理・提供 

 ⑵ 戦略について 

仕様書（案）４⑵に示す，各調査対象国・地域における，各調査対象品目の安定

かつ持続的な輸出拡大に向けた具体的な戦略について，現時点で想定される骨子

（戦略の考え方及び構成の概要が分かるもの）を提案すること。 

⑶ 事業実施スケジュール 

⑷ 委託業務の遂行に係る実施体制 

⑸ 類似業務の実績 

⑹ その他 

ア 今回の業務遂行においてアピールできる点等（仕様書（案）に付加して実施可

能な企画の提案を含む。）を提案すること。 

イ 調査委対象国・地域については，他に有望市場があれば，提案理由を明確にし

た上で提案して差し支えない。 

  

９ 企画提案書及び費用見積書の作成に係る留意事項 

⑴ 提出書類はＡ４サイズとし，様式は任意とする。 

⑵ 仕様書の内容以外に，契約上限額を超えない範囲で，本業務の目的を達成するた



5 

 

めに有益と思われる事項があれば追加提案すること。なお，追加提案である旨が分

かるように作成し，１頁で作成すること。 

⑶ 採用された企画提案書の使用権は鹿児島県に帰属する。 

⑷ 費用見積書の作成に当たっては，仕様書及び企画提案書等に記載した内容を踏ま

えて，本業務を実施するために必要な全ての費用を算出すること。 

⑸ 企画提案書等の提出は１者１案とする。 

⑹ 作成に使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨とする。 

⑺ 作成及び提出に要する費用は提案者の負担とする。 

⑻ 企画提案書等は返却しない。 

 

10 審査方法等 

⑴ 審査方法 

プレゼンテーションによる審査を実施する。 

プレゼンテーションに参加した提案者の中から，審査基準に基づき審査を行い，

特に内容等が優れていると認められる提案者を選定する。 

ア 開催日時 「４ スケジュール（予定）」に記載のとおり 

（詳細なスケジュールは，提案者に別途，連絡する。） 

イ 開催方式 Web 会議方式 

⑵ 審査項目及び審査内容 

別表のとおり。 

⑶ 審査結果 

審査結果は，全ての提案者に対して書面により通知する。 

なお，審査結果についての異議申立ては一切受け付けない。 

 

11 契約の締結 

⑴ 最優秀提案者となった者を委託先候補とし，鹿児島県と詳細な業務の内容や契約

条件について協議し合意した後に委託契約を締結する。 

⑵ 前項の交渉が不成立の場合には，順次，次点以下の提案者と交渉を行い，委託契

約を締結する。 

⑶ 本業務内容を修正した場合においても，２⑷に定める額を上限とする。 

⑷ 本業務の委託契約は，鹿児島県の契約書式により契約書を作成するものとする。

契約に当たっては，契約書を２部作成し，各１部を保有する。 

⑸ 委託契約に係る本業務の全部を一括して第三者に委託してはならない。 

⑹ 前金払は，契約相手方から請求があった場合に行うことができるものとする。 

ただし，部分払は行わない。 

 

12 その他留意事項 

⑴ 企画提案書等は，提案者に無断で使用しないが，審査に必要な範囲において複製

を作成するものとする。 

⑵ 審査の過程や結果については，鹿児島県情報公開条例（平成12年条例第113 号）
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に基づき，非公開情報を除いて，情報公開の対象となる。 

⑶ 天災地変その他やむを得ない理由により，業務の全部又は一部を発注できない場

合がある。 

13 担当部署（提出先及び問い合わせ先） 

鹿児島県農政部農政課かごしまの食輸出・ブランド戦略室 

〒890-8577 鹿児島県鹿児島市鴨池新町10番１号 

電話：099-286-3093（直通） FAX：099-286-5587 

E-mail：yusyutsu@pref.kagoshima.lg.jp 

mailto:yusyutsu@pref.kagoshima.lg.jp


 

 

（別表） 

 

かごしまの食輸出先多角化に向けた調査業務 

審査項目及び評価の視点 

審査項目 評価の視点 配点 

全体方針 
・本業務の目的・趣旨を十分理解し，具体的かつ実効性の

高い提案となっているか。 
20点 

業務内容 

・提案された調査・分析手法に，詳細な現地調査及び現地

関係者との関係構築等が含まれるなど，妥当性がある

か。 

10点 

・取扱いが期待できるインポーター・バイヤー，小売店，

外食店の提案に妥当性があるか。 
10点 

・その他現地の商慣習など実際の輸出に当たってのボトル

ネックとなる事象や課題に具体性及び妥当性があるか。 
10点 

・各調査対象国・地域における，各調査対象品目の安定か

つ持続的な輸出拡大に向けた具体的な戦略について，現

時点で想定される骨子（戦略の考え方及び構成の概要が

分かるもの）に妥当性があるか。 

20点 

業務実績 

・本業務の遂行に必要な知識・専門性を有しているか。 

・過去に類似の業務経験があり，提案内容を遂行する能力

を有しているか。 

10点 

業務実施体制 

・提案内容を確実に実施できる体制・人員配置となってい

るか。 

・責任者や担当者等は十分な経験や実績，業務に必要な知

識・知見を有しているか。 

・本業務を実施するために必要な関係産地や事業者とのコ

ネクションを有しているか。 

５点 

業務実施スケ

ジュール 

・本業務の実施に関するスケジュールは，妥当かつ確実性

があるか。 
５点 

経費の合理性 
・見積書に所要経費，積算根拠が明確に示されているか。 

・提案内容に対する各所要経費は妥当か。 
５点 

追加提案 ・業務の目的を達成する上で有益な追加提案に対する加点 ５点 

合 計 100点 

 


